


2727���¥�~�þ�q�é�Y

��

�����
������

�����
������

�����
������

�����
������

�����
������

�����
������

�����
������

�����
������

�����
������

�������
������

�������� �å�S�y�©�ß�¿�Ó
:

�¢�o�•�•�x
:�£

���8�è
ª �����
������ �x
�Ù�æ�¦�ë�«�½�ï�õ�‰ ���������� 
�
ü

�������� �å�S�å���§�-
�Ô�����
������ �x
�Ô���������� 
�
ü

■地域清掃活動
地域環境保護の一環として、河川や用水路の清掃活動もそのひとつです。工場周辺の川などのゴミ

拾いといった清掃を定期的に行うことで、周辺地域の美化に努めています。

■ハルナコミュニティーガーデンを建設
2011 年、本社に隣接している当社の土地を

整備し、地域の皆様にご利用いただけるハル

ナコミュニティーガーデンを建設し、従業員

や地域の皆様に開放しています。人々の健や

かな暮らしとスポーツ活動の活性化や環境・

美化活動、 全従業員による職場・地域の美化

活動を推進しています。

■エコキャップ推進活動
ペットボトルのキャップで、世界の子どもたちを病気から守るエコキャップ活動に参加しています。

2017 年度までの累計で 664,217 個のキャップを NPO 法人エコキャップ推進協会に寄付いたしまし

た（キャップ 860 個でポリオワクチン 1 人分）。
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ビジネススクール
－企業経営と人財を考える－

2005 年から 13 年間続けてきたビジネススクールは、その時々の企業を取り巻く環境・社会情勢・各種制度の
変化に伴い、常にニーズに合わせてアジャストして実施しています。

4 月
5 月
6 月
7 月
8 月
8 月

10 月
12 月

1 月

3 月

常盤 文克 氏 花王㈱元会長　 
中澤 幹彦 ハルナプロデュース社長 
中澤 幹彦 ハルナプロデュース社長

（株）インターリスク総研
中澤 幹彦 ハルナプロデュース社長
梅野匡俊 氏 横浜国立大学客員教授 学長特任補佐講師

須齋 嵩 氏 群馬大学客員教授 宇都宮大学教授
中澤 幹彦 ハルナプロデュース社長
ピーター・トーマス 氏 ノマード・テクノロジー・ラボ
Founder & CEO

有田 喜一 氏 群栄化学工業代表取締役会長

楕円思考で考える経営の哲学
新しい価値を創造する経営
逆転の発想と自助努力について
地震 BCP 初動訓練の実施について
経営者として危機管理（海外・外的リスク）
顧客との価値共創
今日的問題を考える
心のゆとりと豊かさを持った経営論
成長をさせるマーケティングとは

100 年企業に向けての次世代経営者の創出

開 講 月 講　師 テーマ

■中堅社員コースからリーダーシップ養成コースへ
会社の中核を担う社員のリーダーを養成する位置付けとして開講し、次世代のリーダーの育成に取り組んでお
ります。能力の発揮を支援するため、コース名称を一新して取り組んでいます。

■プライマリー（基礎）コースからプロフェッショナル養成コースへ
生産の基礎、衛生の基礎、環境の基礎など、永年のビジネススクールで積み重ねてきたものを糧として、真の
プロフェッショナルを養成するコースに変更しました。

〈2017 年度カリキュラム〉　

■経営者養成コース
モノ、コト、ヒトの未来が変わる。AI や RPA の進化など、人の仕事がどう変わっていくのか……。企業統治
強化の流れの中で、会社はどう変わっていくのか……。高年齢であっても高齢者でない人たちが活躍する社会
をどう向かえるのか……。未来を先読みし、100 年企業を実現するために、次世代経営者を創出するための社
内トレーニングを実施しています。



2929ビジネススクール

三浦 眞吾 様
ＮＨＫコンピューターサービス株式会社
元代表取締役社長

杉山 学 様
国立大学法人群馬大学 社会情報学部 教授

跡田 潔 様
ハルナグループ 技術顧問
株式会社ハルナビバレッジ研究所 元代表取締役社長

小林 欣司 様
ハルナビバレッジ株式会社 元監査役
群馬銀行 元支店長
群馬キャピタル株式会社 元取締役

野口 恒 様
フリ−ジャ−ナリスト兼ライタ−
群馬大学社会情報学部特任講師
情報化白書編集専門委員
日経事業出版社の編集顧問などを歴任

鈴木 守 様
国立法人群馬大学 前学長、医学部長
国立大学法人群馬大学 顧問、名誉教授
上武大学 前学長 

井口 征昭 様
株式会社西友元取締役
株式会社スミス元代表取締役社長
株式会社そごう元取締役 食品流通研究会会長

梅野 匡俊 様
国立大学法人横浜国立大学 客員教授
大学院国際社会科学研究院 成長戦略研究センター
青山学院大学理工学部 客員研究員

池永 裕 様
公立大学法人前橋工科大学
工学部生物工学科 元教授

客員教授紹介（講義開催順、役職は当初）

田村 泰彦 様
国立大学法人群馬大学 名誉教授
国士舘大学 経営学部

松島 茂 様
通商産業政策史編纂委員、編纂副主幹
東京理科大学 大学院イノベーション研究科 教授

岡 俊明 様
国立大学法人群馬大学 客員教授
アイ＆オーマーケティング 代表
サッポロ飲料株式会社 元代表取締役社長

須齋 嵩 様
国立大学法人群馬大学 客員教授
国立大学法人宇都宮大学 客員教授

後藤 新 様
群馬県議会議員

財部 誠一 様
経済政策シンクタンク
ハーベイロード・ジャパン 代表
経済ジャーナリスト

岸井 雄作 様
毎日新聞社 東京本社編集局 編集委員

杉 伸一郎 様
株式会社イトーヨーカ堂 元常務取締役
株式会社ヨークマート 元代表取締役社長

津田 晃 様
野村證券株式会社 元代表取締役専務
株式会社ジャフコ 元代表取締役副社長
日本ベンチャーキャピタル株式会社
元代表取締役社長

■青木清志（ハルナグループ名誉会長・創業者）
■青木麻生（ハルナビバレッジ（株）代表取締役社長　

グループ CEO）
■須齋嵩 氏（ハルナビバレッジ（株）社外取締役・

群馬大学客員教授・宇都宮大学教授）
■岡俊明 氏（ハルナビバレッジ（株）社外取締役、サッ

ポロビール（株）元代表取締役社長、群馬大学客
員教授）

■小出信介 氏（ハルナビバレッジ（株）取締役・小
出公認会計士税理士事務所所長）

審美眼が経営を際立たせる
ハルナグループ経営の歩みと将来ビジョン

温故知新 飲料の歴史を振り返り、挑戦しよう

飲料業界のこれまでとこれからを見透す

組織再編後の将来像

ディスカッション
「ウインタースクール講義を受けて、テーマ
について話し合おう」

講　師 テーマ

下田祐紀夫 様
公立大学法人前橋工科大学工学部
地域連携推進センター 特任教授
 
鹿島 保宏 様
鹿島エレクトロ産業株式会社　代表取締役社長

和田 一廣 様
株式会社和田マネイジメント 代表取締役社長

有田 喜一 様
群栄化学工業株式会社 代表取締役社長

常盤 文克 様
花王株式会社
元代表取締役会長 元代表取締役社長

深山 隆 様
味の素ヘルシーサプライ株式会社
代表取締役社長

小出 信介 様
小出公認会計士税理士事務所 代表

大橋 祥男 様
群馬県中小企業振興公社
元プラットフォームサポーター

渡辺 幹夫 様
株式会社グローイング・シーズ代表取締役社長

ピーター・トーマス様
ノマード・テクノロジー・ラボ　Founder & CEO
Daymon Worldwide KK、元代表取締役社長

■経営・マネジメント養成特別コース（和歌山プラント）
グループ理念を共有化するため、新規にグループの仲間入りを果たした和歌山プラントの幹部社員を対象に、集
中的に実施しています。

■ウインタースクール
その時々のテーマについて、初冬の 1 日を使い、ゆっくり考える機会を提供しています。

〈2017 年度カリキュラム〉
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WORK & L IFE  BALANCE

社員の多数の幸せを創出し、100 年企業を目指すためにワークとライフの調和、“ワーク＆ライフ・

バランス”をいかに成立させるか。働く人の暮らしというのは、24 時間の中で、日常の個人の生活、

また会社における仕事の現場での生活があります。「ワークとライフの調和の中で、リタイアする

年齢は自分で決める」。そのために必要な共通した理念、ルールを作り上げていく必要があります。

現状分析と政策検討に対するこれまでの取り組み

2015 年 10 月 21 日にキックオフ会議が行われ、プロジェクトの目指す姿が明確に示されました。

まず、従業員の現在の暮らしぶりや意識についてアンケートを行い、問題点を明確にするとともに、

グループ各社から 21 名のメンバーを選定し、2017 年 1 月 11 日までの 24 回の委員会を通して課題

を掘り下げ、解決に向けた討議と施策の実行に取り組みました。

政策提言　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

～より良い暮らしのために、より良い政策を～
業務と他の時間の拮抗から幸福度を測る

１．就業の質・技能と教育、労働適応能力支援、
２．生活の質・健康状態、仕事と個人時間のバランス
３．環境の質・大気汚染、現場の質的状況
４．気力の質・健康寿命、人生設計
５．経済の質・所得と資産、仕事と報酬

テーマ

定年、年金、福利・厚生、教育、人間工学、健康管理
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今後の取り組み

2015 年 10 月のキックオフから、2018 年 3 月までの 30 ヶ月を第 1 次活動期間とし、その途中段階

として、今回、未来構想委員会編成局にて提言をまとめました。この活動において明らかにした課

題と、提言に基づく活動は、将来に向けて継続していく息の長いテーマとなります。

今後につきましては、社員全員の意識の変化や課題への対応策について、再度アンケートを行い、

それ以降も 3 年おきに定期的に効果の確認を行う予定です。
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ウエルネスサイエンス研究所

ウエルネスサイエンス研究所は、ハルナグループの将来を見据え、自由な発想のもと、新しい価値

を創造することを目的とする研究機関であります。社会的インパクトが高く、社内外に大きな影響

をもたらすことができる組織として活動してまいります。

2 0 1 7 年 度 研 究 事 業 内 容

■菌を抑制する天然物原料の探索
ペットボトル容器における茶系などの中性飲料は、菌の抑制

が重要となります。それら菌を抑制する天然物原料は少なく、

新規原料を見つけだすことは利用価値が高いものとなります。

2017 年度、163 種から抗菌性の高い原料 2 種の選抜に至りまし

た。この事業は、ぐんま新技術・新製品開発推進補助金にて実

施いたしました。

■機能性表示食品、特定保健用食品の研究開発
健康食品に位置づけされる、機能性表示食品や特定保健用食品の数は著しい増加傾向にあります。

研究所においても、本年度 4 商品について申請手続きを実施しております。今後も高齢化社会を見

据え、継続した機能性表示食品、特定保健用食品の研究、商品化に取り組んでまいります。

■抗酸化原料の探索
ヒトの老化や物質の酸化は、自然界に存在する酸素（活性酸素）により引き起こされるといわれて

おります。これら酸化を抑制する原料は、健康をキーワードとした市場での利用価値が高く、未来

原料として有益です。これまで 170 検体を分析してまいりました。

2 0 1 8 年 度 研 究 事 業 内 容

研究所では、継続して上記の研究開発を進めてまいります。本

年度から新たな取り組みとして、21 世紀病（生活習慣病）の予

防食品についての研究開発も進めてまいります。現代病といわ

れる生活習慣病の患者は年々増加しており、さらに予備軍も同

様な傾向です。当研究所では、腸内フローラ（腸内に存在する

細菌群）に注目し、その腸内フローラに良い影響をもたらすよ

うな原料開発、商品設計を進めています。実際には、商品設計

した食品がどのようにヒトの腸内フローラに変化をもたらすかを解析していきます。さらに腸内フ

ローラの影響は生活習慣病だけでなく、いろいろな病気に影響を及ぼすといわれていますので、多

様な結果も期待できます。
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商 品 開 発 U n i t

食品へのニーズは多様し、さまざなシーンに応えることが求められています。 商品開発 Unit では

お客様や市場のニーズに対応した「おいしい商品」はもちろんのこと、 一歩先を見つめながら 「生

活のプラスになる商品」「時代が求めている商品」「おどろき・楽しさを感じていただける商品」を

皆様にお届けすることを目標に日々開発に取り組んでおります。

商品コンセプトをもとに商品設計の構築を行いま
す。商品の基本となる「皆様に安心してお飲みいた
だける安全な商品」を作り上げるスタート地点とし
て、原材料の安全性を精査し原料選定を行っており
ます。選定された素材を使用し、味のおいしさを追
求しています。

「賞味期限の設定」「安全性試験（官能・物性試験）」
「適正表示」など、商品設計の安心・安全確認を行っ
ています。

商品設計 原料調査 試作品作製 各種検証 生産工程

■特定保健用食品（規格基準型）

機能訴求型
　・オーガニック
　・野菜ジュース
　・スムージー
　・プロテインドリンク
　・美容ドリンク
　・小腹満たしドリンク　etc.

プロセス①商品設計～試作 プロセス②検証～製造

試作風景 打ち合わせ風景 打ち合わせ風景

■機能性表示食品
高付加価値商品として

の開発も行っています
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ハルナグループは CSR 活動を推進しており、持続的な成長と長期安定的な企業価値の向
上を経営の重要課題としています。その実現のためには、株主やお客様をはじめ、取引先、
地域社会、従業員などの各ステークホルダーの皆様との良好な関係を築くとともに、お客
様に満足していただける商品を提供し続けることが重要と考え、コーポレートガバナンス
の充実に取り組んでいます。

企業統治――コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス体制

経営政策機関

経営政策会

未来構想委員会

人事政策委員会 投資政策委員会

承認・議決機関

HB 株主総会
グ
ル
ー
プ
Ｃ
Ｅ
Ｏ
承
認

重
要
事
項
の
討
議
・
報
告

HB 監査役
監査役

選任 企業会計・企業税務の監査

執行機関 権限委譲・監督指示報告

グループ経営執行体制

ハルナビバレッジ 
代表取締役社長CEO 

Management office
社長室

ハルナプロデュース
代表取締役社長
常務取締役兼
専務執行役員
執行役員

ハルナビジネススクール ウェルネスサイエンス研究所

研究・教育機関

HB 取締役会

HARUNA
代表取締役社長

HARUNA Asia
代表取締役社長
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18％

41％

23％

8％

21％
15％

31％

64％

経 営 の 透 明 性
ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 と の

ダ イ ア ロ グ 「 事 業 報 告 会 」開 催

ハルナグループは経営基本方針において、ステークホルダーの皆様を重視した経営を進めています。2002
年からはじめた四半期報告会も 15 年が経ち、2017 年度からは「事業報告会」として、ステークホルダー
の皆様とのダイアログを中心とした報告会を定期的に開催しております。今後も経営層の参画も得なが
ら、さまざまな機会を通じてステークホルダーの皆様からの期待を把握し、経営に生かしていきます。

活発な意見交換の様子 新商品の試飲をお願いし、ご意見を伺っています

事業報告会アンケートの結果
①報告資料について ②受付・会場について ③説明内容について

④今後に期待すること

ふつう

大変よい よい

40%（15）55%（21）

5%
（2）

ふつう

大変よい

よい

29%（11）

66%（25）

5%
（2）

ふつう

大変よい よい

37%（14）55%（21）

8%
（3）
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リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト 活 動

ハルナグループは、企業活動の基本理念および企業行動憲章に基づき、リスクマネジメント活動を通じて、
企業経営における目的達成を阻害するリスクを未然に予防・低減し、万が一リスクが顕在化した際には、
迅速かつ適切な対応によって損害を最小限にとどめることに努めています。

1. 基本
・ステークホルダーの皆様の安全の確保
・経営資源の保全および事業の継続
・経営の質および企業価値の向上

2. 行動指針
・リスクを全社統合的に管理し、社会の要請や動向を十分に配慮した対応をすることにより、ステーク

ホルダーからの信頼に応えます。
・リスクマネジメントを日常の事業活動に組み込み、グローバルに展開します。
・リスクマネジメント活動を通じ、組織および人員へのリスクマネジメントの意識の浸透と、リスク対

応能力の継続的向上を図ります。
・緊急事態発生時には、人命の安全を第一に、速やかに責任ある対応を行います。

3. 体制の整備
・リスク低減活動および緊急事態発生時に、適切な管理・対処を確実に実施するために、リスクマネジ

メント体制および危機対応体制を整備し、責任を明確にします。

4. 規程の整備
・リスク低減活動および緊急事態発生時の確実な対応実施のため、取り組むべき事項を明らかにし、社

内規程として整備します。

5. 教育
・行動指針に沿い、組織および社員が活動できるよう、必要な教育および訓練を実施します。

ハルナグループにおける ESG

近年、ESG が企業経営の重要なテーマとして注目を集めておりますが、ハルナ
グループでは、1996 年の創業当初より、ESG を経営の重要な指標としてきました。
世間で ESG という概念が十分に浸透する、ずっと前のことだと思います。
例えば、ガバナンスの透明性に関しては、金融機関、株主の皆様にご臨席いた
だいての四半期報告会を創業 4 年目の 2000 年頃より、継続して実施してきまし
た。また、環境に関しても、2003 年に環境会計を全社的に導入し、自社の活動
が環境にどれだけの負荷をかけているのかを定期的に観測し、その負荷低減に
努めるとともに、工場近隣の河川清掃を近隣住民の方と定期的に行うなどの環
境活動を常に意識して行ってきました。
近年では未来構想委員会で社員の働き方を全グループで横断的に議論し、より
良い働く環境の在り方を求めています。今後も、ESG を重視することにより、
社会・環境にとって価値ある企業としての中長期的な企業の成長発展を求めて
いってほしいと思います。

小出信介 様　　
ハルナビバレッジ（株）
元代表取締役社長
小出公認会計士・税理士事務所代表

非 常 勤 取 締 役 か ら の 意 見
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社 外 取 締 役 か ら の 意 見

社会的ガバナンス

「コーポレートガバナンス」を耳にして久しいが、相も変わらず、我が国を代表
するメーカーですら不祥事、スキャンダルを続発。嘆かわしいばかりであります。
ここ数年、売上高、収益率が低下するといった中にあって、企業の焦りがこう
した不祥事を誘発しているように思われます。
コーポレートガバナンスは目先の利益を得るための方法論ではなく、企業価値
を高めるためのメカニズムであると言えます。何のために企業活動があるのか、
企業の存在根拠も時代の要請の中で、絶えず見つめなおす必要があります。
もはや、これから求められるコーポレートガバナンスは、多くの利害関係者の
満足の実現に止まらず、このことに加え、広く社会的役割、公益性を求めるメ
カニズム、「社会的ガバナンス」を強く求められるところであります。
近年、環境問題に対する社会の関心が高まる中、企業の社会的責任として生態
系（エコシステム）の維持改善を求められております。
これはとりもなおさず、生態系の均衡なくして経済社会の持続可能性がないか
らであります。
その中にあって、自社の短期的利益に目を奪われることなく、当社は地球規模
の視点を持ち、このことに力強く踏みだそうとしていることを大いに評価した
いところであります。

企業の ESGの視点

当社は創業の理念である共益の精神を目指して、事業経営を進めている。特に、
財務経営の健全、品質経営の透明性、環境経営の貢献性の 3 つの命題をプラン・
アヘッドで社員全員に徹底して企業活動をしている。
最近、いろいろな言葉が毎日のようにメディアを賑わしている。日本人の良さで
ある“心配りや相手を配慮する良い言葉であった忖度”が自己保身の言葉に様変
わりし、我が国をリードする企業の“証明書や文書の改竄や隠蔽”による品質保
証の問題、そして同じく“改竄や隠蔽”が官僚まで蔓延し、地に落ちた振る舞い
に興醒めしている。心することは、仕組みの劣化、倫理性や矜持心の低下がある
と思える。
日本の人々の心とは何か？を問うと、長い歴史で育んで来た自然を大切にし、穏
やかで、しかも、進取の気性に富む文化を持ち、和をもって尊しと為し、相手を
思いやり、美しいものを尊び、こまやかな心の営みをする。本来、勤勉、親切、
真面目、正直、誠実の精神である。
当社は詩経の “他山の石、以て玉を攻むべし”の言葉を噛み締めて、論理性、合
理性を大切にすると共に、創業者の心や社長の方針を大切にして、トップ・ダ
ウンの方針を完遂し、ボトム・アップの声を吸い上げる高い透明性と風通しの
良い組織を維持することだと思っている。これこそ、コンプライアンスとガバ
ナンスの基軸でないかと思う昨今である。

岡 俊明様　　
サッポロビール飲料（株）
元代表取締役社長
日本オリーブ協会理事
国立大学群馬大学講師
大妻学院理事

須齋 嵩 様　　
国立大学群馬大学元教授
国立大学宇都宮大学客員教授
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2 月 23 日	 資本金 30 百万円でハルナビバレッジ株式会社を設立
5 月	 第 1 回株式上場準備委員会開催
8 月	 金融機関に対し月次決算の開示

11 月	 東京にマーケティンク本部設置

3 月	 従業員持株会発足
5 月	 ハルナビバレッジ研究所設立
6 月	 第二工場稼働

10 月	 新日本監査法人による調査及び指導開始

2 月	 第三工場稼働
5 月	 総合衛生管理製造過程（HACCP）取得に向けた合同委員会発足

8 月	 第三工場が JAS 工場として認定

2 月	 リサイクルシステム協議会発足
8 月	 四半期報告会を開催

4 月	 環境会計導入
4 月	 企業競争力の強化を図るため市場開発部門を設置
4 月	 提案型企業への変革を目指し商品開発部門を設置
4 月	 総合衛生管理委員会発足
8 月	 中小企業経営革新計画承認（中小企業経営革新支援法）

10 月	 「デカテス」産学官共同プロジェクト（高崎健康福祉大学・群馬県）
12 月	 人材教育投資、生産合理化投資、総合衛生管理（HACCP）対応投資
12 月	 クリーンルームと充填設備増設

3 月	 国際食品飲料展 FOODEX JAPAN2004 に出展
10 月	 人事基本理念制定

3 月	 物流関連企業を設立
4 月	 ビジネススクールを開講

10 月	 緑地公園ハルナコミュニティガーデンを整備

1 月	 全社 IT 化に着手
9 月	 HACCP 承認（厚生労働省発関厚第 0912001 号）

10 月	 地球市民ウィーク 2006 環境活動展に出展

4 月	 ウエルネスサイエンス研究所発足
4 月	 EU 輸出用緑茶「YOSHI-GO」発表
6 月	 オーパイ株式会社事業譲受契約締結　タニガワにて工場準備開始

10 月	 合弁会社ハルナヨーロッパ設立
12 月	 ハルナグループ全体会議開始

1 月	 タニガワプラント始動
4 月	 プロ野球チーム群馬ダイヤモンドペガサスを

	 パートナーシップスポンサー応援
6 月	 CSR 報告書発行開始

1996
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2008

ハ ル ナ グ ル ー プ 沿 革
年 主な出来事

●
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1 月	 タニガワプラント天然ガス設備稼働
4 月	 ハルナグループ組織再編スタート

1 月	 新規事業戦略センター設置
3 月	 新商品開発プロジェクトチーム発足
5 月	 ハルナビジョン 2015 公表
7 月	 ハルナグループ企業行動憲章・企業行動規範制定

2 月	 創業 15 周年記念誌『はじめなければはじまらない』発刊
3 月	 ハルナエコロジー株式会社より HARUNA 株式会社へ社名変更
6 月	 エネルギー対策委員会発足

1 月	 震災対策委員会発足
2 月	 プラントシステムイノベーション「見える化」コントロール室完成
2 月	 ハルナグループ歴史資料館新設
8 月	 ハルナプラントのエネルギー転換（A 重油から都市ガスへ転換）

4 月	 ジョイパック社　ハルナグループ参画
7 月	 HARUNA Asia Co.,Ltd 設立

10 月	 自社ブローボトル成型機導入、稼働開始

4 月	 ジョイパック社が 100％子会社となる。ハルナジョイパックへ社名変更
6 月	 ビジネススクール榛名山麓研修所開所

10 月	 和歌山プラント　自社ブローボトル成型機導入、稼働開始

7 月	 国際的食品安全マネジメントシステムの「FSSC 22000」を取得

1 月	 創業者 青木清志が第 33 回優秀経営者顕彰「優秀創業者賞」を受賞
2 月	 創業 20 周年記念彫刻「水滴」完成（彫刻家 高濱英俊氏・作）
4 月	 和歌山プラント　小型容器飲料の生産が本格稼働
4 月	 上毛新聞「心の譜」（ハルナグループ創業者・青木清志）連載

2 月	 群馬県の地域活性化キャンペーン「ぐんま愛 ここに生きる」を支援
12 月	 経済産業省選定「地域未来牽引企業」に選定

4 月	 ハルナグループ組織再編スタート
4 月	 ハルナプロデュースが、ハルナバリューネットワークと

	 ハルナジョイパックを吸収合併
	 HARUNA の営業・商品企画・貿易の事業については
	 ハルナプロデュースを承継会社とする
	 HARUNA はハルナブランドの発展に向けたブランドマネジメントと
	 海外戦略絡に特化した事業会社となる
4 月	⻑ 期経営ビジョン公表
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横浜国立大学
学長特任補佐
成長戦略研究センター客員教授
梅野 匡俊 様

新 た な 時 代 の 経 営 に む け て

ハルナグループとの出会いは、2011 年に青木清志現名誉会長からお話を伺ったのがきっかけでした。

業界に先がけて飲料小型ペット容器の生産を始められ、中味開発にも積極的に取り組んでおられる

ことをお聞きしました。

その後、お話を伺う度に、小売業のプライベートブランド商品の開発、製造への転換、全国の飲料

生産企業とのネットワーク構築など、常に新たなビジネスモデルを追求される経営に、経営学を研

究する者として、今までとは違う企業経営のあり方を感じておりました。

現在、CSV を経営の柱とされていますが、CSV はハーバード大学のマイケル・ポーター教授が企

業と社会が共同で価値創造を行っていくべきだとの考えを理論化したものです。ただ、CSV 経営を

標榜する多くの企業で、本源的な企業の経済活動と社会的価値創造を同時に進めていくことの難し

さが現れており、「企業責任」という考えを基に体系化すべきとの議論がされています。

ハルナグループが「三方よし」を基本使命とし経営を組み立てておられることは、まさに「企業責任」

を基にした CSV の考え方であり、今後どのような先進的経営を展開されるか、大いに期待し注目

いたしております。

～ご意見をいただいて～
この度はご寄稿ありがとうございました。また、当
社のビジネススクールで講師としてもご指導いただ
き、併せて感謝申し上げます。「企業責任」として、
我々が果たしていかなければいけないこととは何か。
私どもは、事業や組織のあり方が変わっても企業理
念や信条をしっかりと受け継ぎでまいります。また、
社員一人ひとりが自覚をもって行動できる人財を育
成し、社会的な課題を俯瞰しながらバリューチェー
ン全体のなかで我々の強みを活かした取り組みを行
い、社会からお客様から選んでいただき、信頼して
いただける存在であり続けられよう努力してまいり
ます。

ス テ ー ク ホ ル ダ ー の ご 意 見

ハルナビバレッジ株式会社
常務取締役

栗 原 健 一


